
三沢市の現状分析について

「人口面」 「産業面」

資料１



三沢市の現状 「人口面」

○自然動態（出生・死亡数の推移、合計特殊出生率の推移）

○自然動態（直近３年間の県内10市比較）

○社会動態（転入・転出数の推移）

○社会動態（直近３年間の県内10市比較）

○社会動態（年齢階級別人口移動の推移）

○社会動態（直近3年間の男女別年代別比較）

○三沢市関連の通勤者の状況（地域間流動状況・産業間流動状況）

○三沢市の人口構造

○将来人口予測（総人口・年齢3区分）

○将来人口予測（総人口、年齢３区分別人口を青森県と比較）
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自然動態の分析（三沢市の出生・死亡数、合計特殊出生率）

○これまでは400人以上の出生数があり、「自然増」の状況が続いていたが、死亡数が徐々に増加し、2015年を境に
「自然減」に転じている。

○「合計特殊出生率」は、昭和63年～平成4年の2.07から徐々に減少し、平成25年～29年では1.78となっている
が、全国平均の1.43、県平均の1.42と比べると、非常に高い水準を維持している。

○【今後予測】 死亡数は緩やかな増加傾向で推移すると思われるので、出生数がこのまま減少し続けると、「自然減」
が少しずつ拡大していくことが予想される。
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「第2期三沢市まち・ひと・しごと創生総合戦略」 第1章 人口ビジョンより引用・直近データ追加
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自然動態の分析（青森県、市部との比較）

○自然動態とは、一定期間における出生・死亡に伴う人口の動きのこと。自然増減数は、「出生者数－死亡者数」。

○三沢市の自然増減率は、青森県全体と比べてかなり低く、県内10市の中でダントツ1位。

10市中1位！ 10市中1位！

10市中1位！
自然増減率 三沢市 青森県

R1 -0.31 -0.87

R2 -0.22 ↑ -0.88 ↓

R3 -0.34 ↓ -0.98 ↓

平均 -0.29 -0.91

「青森県の人口（青森県企画政策部）」の直近3年分（令和元年～令和3年）の統計表から抜粋



社会動態の分析（三沢市の転入・転出数）

○これまでも転出数が転入数を上回り、「転出超過」（つまり流出）の状況が続いている。

○転入数はこれまで2,200人程度で推移してきたが、令和2年以降、大きく減少している。

○三沢市は人口規模に比べ転出入が大きく、自衛隊などの外的要因が社会動態に作用していると思われる。
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「第2期三沢市まち・ひと・しごと創生総合戦略」 第1章 人口ビジョンより引用・直近データ追加



社会動態の分析（青森県、市部との比較）
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10市中最下位10市中3位！

10市中最下位

○社会動態とは、一定期間における転入・転出に伴う人口の動きのこと。社会増減数は、「転入者数－転出者数」。

○「青森県の人口（青森県企画政策部）」の直近3年分（令和元年～3年）の統計表から抜粋。

○年によってバラツキがあるものの、10市のなかでも「流出」が多い。

社会増減率 三沢市 青森県

R1 -0.19 -0.44

R2 -1.09 ↓ -0.37 ↑

R3 -0.90 ↑ -0.36 ↑

平均 -0.73 -0.39

「青森県の人口（青森県企画政策部）」の直近3年分（令和元年～3年）の統計表から抜粋



社会動態の分析（年齢階級別人口移動の推移）

○年齢階級別の人口移動についてみると、大まかには、男性・女性ともに20歳前後で「転出超過」、25歳前後で「転
入超過」となっているが、男女で多少異なった傾向が見られる。

○男性は、10-14歳→15-19歳で流出のピーク、15-19歳→20-24歳でも流出傾向、20-24歳→25-29歳で反
転して200人規模の流入のピークになっている。近年は流出数が小さくなっている。

○女性は、10-14歳→15-19歳で流出が増加し、15-19歳→20-24歳で流出のピークとなり、20-24歳→25-29
歳で反転して流入のピークとなる。近年は男性と異なり流出数が減らず、流入数が縮小傾向にある。

○【今後予測】 少子化等により、男性の流出数は減少傾向であるが、女性はそれに反して流出数が減らず、流入数
が減っていることに注視・分析が必要。女性の方が市外に流出し、かつあまり戻らない傾向にある。

「第2期三沢市まち・ひと・しごと創生総合戦略」 第1章 人口ビジョンより
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三沢市 定住人口の転入数・転出数（20歳台未満、20歳台、30歳台の比較）

流入 流出

 転入転出による人口の社会増減を表示（表示データを再加工）人口マップ → 人口の社会増減

社会動態の分析（直近3年間の男女別年代別比較）

○ここ3年間、男女ともに流出が上回っている。また、男性に比べて女性の方が流出超過の数が大きいことが分かる。

○年代別に見ると、2018年を除き、女性は20歳台未満及び20歳台の流出が多い。
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（参考）三沢市から他市町村への転出状況

○2019年における三沢市から他市町村への転出状況を見ると、全体で2,185人が転出しており、このうち約25%に
あたる554人が首都圏へ流出している。特に、20代（灰色）が多い。

○他方で、近隣8市町村への流出は全体の30%にあたる661人となっている。
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首都圏への流出は
合計で554人

総務省「住民基本台帳人口移動報告」再編加工



 通勤や通学による自治体間の流動状況を属性別（男女別、年齢階級
別、地域間、産業別）に表示

まちづくりマップ → 通勤通学人口

500

三沢市 通勤者の地域間流動状況 2015年
（流入者順）
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三沢市関連の通勤者の状況（地域間流動状況・産業間流動状況）

○三沢市の通勤者全体を見ると流入超過である。流入超過数はおいらせ町で最も多く、流出超過数は六ヶ所村で最
も多い。（六ケ所村への流出超過は日本原燃関連企業への通勤によるものと考えられる）

○三沢市は、通勤者の流入・流出ともに「製造業」を職業とする人口流動が最も大きい。流入超過数は「公務」、流
出超過数は「学術研究・専門技術サービス業」が最も多くなっている。
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三沢市の人口構造
○2001年以前は、社会減ではあったがそれを上回る大きな自然増があったため、人口増であった。

○しかし、2002年以降は、自然増分が徐々に縮小し、加えて社会減が増加したため、人口減少に転じ、加速してき
ている。

○なお、直近の2017,2018年では社会減分が大きく減少し、全体の人口減少幅は縮小している。同年は自衛隊の
隊員数の変動がなかったことから、当市の社会動態に作用しているものと考えられる。

→三沢市は出生率は高いものの社会減の影響が自然動態にも影響し、自然減を加速させるおそれあり。
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＜2002年以前＞
自然増分が多く、社会減では
あったが数が少なかったため、
その結果、人口は増加してき
た。

＜2002年以降＞
●自然増分が減少してきて近年
は自然減に転じた。
●さらに、社会減分が増加して
きたため、人口減少幅が増加。
●直近の2017,2018年では
社会減分が大きく減少し、全体
の人口減少幅は縮小している。

青が自然増減
緑が社会増減
赤の折れ線は人口増減数

【RESAS】 人口マップ → 人口増減
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○三沢市の将来人口は、国立社会保障・人口問題研究所の推計に準拠すると、2030年には34,956人、2045年
には、28,757人まで減少すると予測されている。

○2015年から2025年の10年間では、3,393人減と年間340人減ペース。2025年から2035年の10年間では、
3,801人減と年間380人減ペースと加速する予測。

○老年人口が増加し、年少人口と生産年齢人口が減少する。特にこれまで大部分を占めていた生産年齢人口の割
合がさらに低下していくと予測されている。

→生産年齢人口の減少は、産業面での働き手不足にも影響を及ぼす可能性が高い。

将来人口予測（総人口、年齢３区分別人口）
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「第2期三沢市まち・ひと・しごと創生総合戦略」 第1章 人口ビジョンより

40,196

2015年→2025年 3,393人減

38,589

36,803

34,956

33,002

30,969

28,757

2025年→2035年 3,801人減

61.6

59.6

58.3

56.9

55.0

52.4

50.8

2015年→2025年 生産年齢人口3.3％減

2025年→2035年 生産年齢人口3.3％減
図 総人口、年齢３区分別人口の推計

図 年齢３区分別人口の割合の推移



【三沢市の人口推移】 【青森県の人口推移】

RESAS 総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」

【RESAS】 人口マップ → 人口構成（推移を見る）
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将来人口予測（総人口、年齢３区分別人口を青森県と比較）

○三沢市の人口は、2000年をピークに減少に転じ、2015年には40,196人。

○【今後予測】 2045年の三沢市の総人口は、2015年の71％まで減少し、生産年齢人口も2015年の59％まで
減少すると予測されている。

→青森県全体と比較すると、総人口も生産年齢人口も三沢市の減少はゆるやかではあるが、人口減少に伴う影響を
考えると、早期の対応が必要である。
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三沢市の現状 「産業面」

○産業構造（事業所数、従業員数）

○産業別の生産額と移輸出入収支

○小売・卸売業（事業所数・年間商品販売額の推移）

○製造業（事業所数、付加価値額、推移）

○製造業（常用従業者数）
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RESAS_総務省「経済センサス－基礎調査」再編加工、総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」

生活関連
サービス業、

娯楽業
[249]

[1,884事業所単位：事業所]

宿泊業、
飲食サービス業

［388］

【RESAS】 産業構造マップ → 全産業 → 全産業の構造

2016年 事業所数（事業所単位）
三沢市、青森県、全国の割合比較

2016年 三沢市の事業所数（事業所単位）大分類

卸売業、小売業
[400]

建設業
[186]

医療、福祉
[158]

[単位：％]

卸売業、小売業
[21.2]

卸売業、小売業
[27.2]

卸売業、小売業
[25.4]

生活関連サービス、
娯楽業
[13.3]

宿泊業、
飲食サービス業

[20.6]
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宿泊業、
飲食サービス業

[13.9]

宿泊業、
飲食サービス業

[13.0]

生活関連サービス、
娯楽業
[11.2]

生活関連サービス、
娯楽業
[8.8]

製造業
[74]

青森県

全 国

三沢市

○三沢市の事業所数は、「卸売業、小売業」、「宿泊業、飲食サービス業」、「生活関連サービス業、娯楽業」の順に
多い。

○青森県、全国と比較すると、「宿泊業、飲食サービス業」の占める割合が高く、当該産業に特化していることが分か
る。



RESAS_総務省「経済センサス－基礎調査」再編加工、総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」

[14,857人 単位：従業者数]

【RESAS】 産業構造マップ → 全産業 → 全産業の構造

2016年 従業員数（事業所単位）
三沢市、青森県、全国の割合比較

2016年 三沢市の従業者数（事業所単位）大分類

[単位：％]

青森県

全 国

三沢市

○三沢市の従業者数（事業所単位）は、「卸売業、小売業」、「製造業」、「宿泊、飲食サービス業」、「医療、福
祉」の順に多い。

○青森県、全国と比較すると、事業所数と同様に「宿泊業、飲食サービス業」の占める割合がやや多く、当該産業に
特化していることが分かる。

卸売業、小売業
[2730]

製造業
[2165]

宿泊業、飲食サービス業

[1772]

医療、
福祉

[1736]

建設業
[1521]

サービス業
（他に分類

されない
もの）

[1401]

15

宿泊業、
飲食サービス業

[11.9]

[8.3]

[9.4]
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2015年 移輸出入収支額2015年 生産額（総額）中分類 移輸出入カラー

【RESAS】 地域経済循環マップ → 生産分析  地域の業種別の生産額（付加価値額）や移輸出入収支の状況を表示。

総額3,055億円 [単位：億円]

赤色： 域外から所得を稼いでいる産業（移輸出額－移輸入額がプラス）

青色： 域外へ所得が流出している産業（移輸出額－移輸入額がマイナス）

公務
[753]

食料品
[341]

農業
[318]

化学
[313]

建設業
[204]

住宅賃貸業
[202]

保険衛生・社会事業
[136]

移輸出入収支がプラス

移輸出入収支がマイナス

RESAS_環境省「地域産業連関表」、「地域経済計算」（株式会社価値総合研究所（日本政策投資銀行グループ）受託作成）

○左のグラフは、三沢市の産業別（中分類）の生産額に移輸出入収支の色づけしたものであり、生産額は「公務」、
「食料品」、「農業」、「化学」、「建設業」の順位に多く、赤色のものは、域外収支がプラスになっている。

○右のグラフは、産業別に移輸出入収支額順に並べたものであり、「公務」、「化学」、「食料品」、「農業」の順に収支
額のプラスが多いことが分かる。

2013年→2015年 328億円増

2013年→2015年 210億円増

2013年→2015年 99億円増

2013年→2015年
137億円増

2013年→2015年
マイナスからプラスへ



RESAS 経済産業省「商業統計調査」、総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」

三沢市 小売・卸売業 事業所数（実数）の推移 三沢市 小売・卸売業 年間商品販売額（実数）の推移

【RESAS】 産業構造マップ → 小売・卸売業（消費） → 商業の構造

○左のグラフは、三沢市の小売・卸売業の事業所数の推移であり、集計方法変更により単純比較はできないが、小売
業が減少傾向であるのに対して、卸売業は40台を保っている。

○右のグラフは、小売・卸売業の年間商品販売額の推移であり、集計方法変更により単純比較はできないが、小売
業はずっと減少傾向であったが、2016年は大きく増加。卸売業は減少と増加を繰り返している。

[単位：事業所数]

292267
282

393

461
501

554561

613

60
46 62 50 49 51 42 40 46

※グラフ上の破線は、日本標準産業分類の大幅改定の影響や、「商業
統計調査」と「経済センサス－活動調査」の集計対象範囲の違い等から、
単純に調査年間の比較が行えないことを示している。

[単位：百万円]

52,961

52,926

46,052
45,124

41,549

37,326
33,781

28,186

41,357

23,173

18,454

25,813

17,897

17,174

23,141

16,402

18,105

21,780
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【RESAS】 産業構造マップ → 製造業 → 製造業の構造

RESAS 経済産業省「工業統計調査」再編加工、総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」再編加工

 製造品出荷額等、事業所数、常用従業者など地
域の業種別の割合を四角の大きさで表示

食料品製造業
[11]

[単位：事業所]

食料品製造業
[6,208]

[単位：百万円]

2019年 三沢市 製造業 事業所数（実数） 2019年 三沢市 製造業 付加価値額（実数）

金属製品
製造業

[4]

36事業所

電子部品・デバイス・
電子回路製造業

[4]

29,807.4百万円

金属製品製造業[331]

電子部品・デバイス・
電子回路製造業

[2,915]

※付加価値額とは、事業活動によって生み出された価値のこと
（付加価値額=売上高－費用総額＋給与総額＋租税公課で算出）

※秘匿処理されている業種あり

18

○左のグラフは、三沢市の製造業を事業所数で見たものであり、全36事業所のうち、最も多いのが「食料品製造業」
の11社であり、「電子部品・デバイス・電子回路製造業」4社、「金属製品製造業」4社となっている。

○右のグラフは、三沢市の製造業を付加価値額で見たものであり、1事業者のみの業種は秘匿処理されているが、「食
料品製造業」が最も多く、次いで「電子部品・デバイス・電子回路製造業」が多くなっている。

2017年→2019年 2事業所増 2017年→2019年 5,070百万円（約14％）減



産業構造マップ → 製造業 → 製造業の構造→推移を見る

POINT >> 食料品製造業、電子部品・デバイス・電子回路製造業の事業所数・付加価値額ともに増減を
繰り返しつつも、2000年代よりも増加傾向にある。

 製造品出荷額等、事業所数、常用従業者など業種別に推移を表示

1986年～2019年 三沢市 事業所数（推移）

19

（事業所）

10

8

6

4

2

1986年～2019年 三沢市 付加価値額（推移）

（百万円）

8,000

6,000

4,000

2,000

【出典】経済産業省「工業統計調査」再編加工、総務省・経済産業省「経済センサス－活動調
査」再編加工、総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」



RESAS_総務省「経済センサス－基礎調査」再編加工、総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」

2019年 三沢市 製造業 常用従業者数

総数：2,358人

1986年～2019年 常用従業者数の変化

【RESAS】 産業構造マップ → 製造業 → 製造業の構造  製造業の業種別に、製造品出荷額等、事業所数、常用従業者
などの指標を四角の大きさで表示。また、各指標の推移も表示。

電子部品・デバイス・
電子回路製造業[549]

食料品製造業
[1,068]

電気機械器具
製造業
【249】

化学工業
[175]

パルプ・紙・
紙加工品
製造業
[69]

○左のグラフは、三沢市の製造業を常用従業者数で見たものであり、総数2,358人のうち、最も多いのが「食料品製
造業」の1,068人であり、続いて「電子部品・デバイス・電子回路製造業」の549人となっている。

○右のグラフは、常用従業者数の推移を見たものであり、1990年代は減少の一途だったが、2003年以降は増加傾
向にある。近年は「食料品製造業」と「電子部品・デバイス・電子回路製造業」が伸びている。

2017年→2019年 118人減

2017年→2019年 128人増

2017年→2019年 140人減
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三沢市の現状

「人口減少がもたらす影響」について

21



人口減少及び事業所減少による影響

◎人口減少社会により地域の需要が減少するため、地域事業所はこれまでの売上を維持する
ことが難しい時代に。

◎事業所の減少は、地域住民の雇用の場の減少につながり、人口の社会減へとつながる。

①地域の需要が少しずつ減少。
→「胃袋が小さくなる」、世代によってニーズ・好みが変化。
→「市場の縮小」により小売業者（スーパー等）の撤退リスク増。

②①に関連する地域事業者の売上も少しずつ減少傾向に。
→費用を減らせなければ、その分利益も減少。

③新たな人材の確保が難しくなる。
→これまでどおりの商品・サービス供給が難しくなる。

地域の人口
が減少

地域の事業所数
が減少

①地域事業所間の取引に影響。
→サプライチェーンの再構築等が必要に。

②地域事業所を顧客とする商品・サービスの需要が少しずつ減少。
→例えば、流通、物流、金融関係等の顧客が減少。

③地域全体として雇用が少しずつ減少。
→生業の確保、地域の活力にも影響。

22



「負のスパイラル」構造とその対策

◎「人口減少社会」に入ると、地域需要と働き手が減少。その結果、地域企業の売上減少・経営圧迫に陥
り、地域企業数が減少。ますます働く場の減少につながるという「負のスパイラル」に。

◎地域の維持のためには、地域企業が持続することが不可欠。企業だけに任せておくのではなく、地域の
関係者が一丸となって取り組むべき重要な課題であり、方針・戦略を固め、必要な「打ち手」を実行して
いくことが必要。

地域人口
の減少

地域需要
の減少

地域企業の
売上減少・経
営圧迫

地域企業
数の減少

地域の働く
場の減少

働き手の
減少

地域企業の

売上機会損失

このループを簡単に避けるまた
は抑えることは難しい。

この2つのループを
避けるまたは抑え
る方法があるので
はないか。

人口減少のスピード
が速ければ対応が追
いつかず加速する。
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まとめ

「人口減少⇒需要の低下⇒企業経営の圧迫⇒企業数の減少⇒働く場の減少・・・・・」という

【負のスパイラル】から脱却するためにも、地域一丸となった「打ち手」の検討が不可欠

 社会減（特に20歳台前後の転出超過）が顕著

 2015年までは自然増傾向だったが、以降は自然減に転換

 三沢市の特徴として、社会減の高さが自然減にも影響

 この傾向が続くと、2045年には28,000人程度に減少

人口面

 他地域に比べ、宿泊・飲食サービスの割合が高い（事業所数）

 従業者数の割合は、製造業が高く、その中でも食品や電子、金

属加工関連の製造業の割合が高い

 事業所数、常用雇用者数については、横ばいまたは微増の傾向

にある。

産業面
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